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論　　文
戦後日本のサービス業の利潤率格差
佐　　藤　　真　　人　
要　　約
　本稿は「法人企業統計」を利用して、1960年度以降のいくつかの第三次産業、及び
サービス業（集約）を構成するいくつかのサービス業の利潤率格差を分析する。利潤率
の定義は伝統的なものを内部留保を考慮して修正した（これを粗利潤率と呼ぶ）。粗利
潤率格差は 2 種類で、ある産業部門内の資本金規模別クラス間、及び製造業（集約）と
の産業部門間格差である。
　拙稿「戦後日本の利潤率格差」では、全産業の資本金規模別クラス間格差を中心と
し、サービス業（集約）と製造業（集約）の利潤率格差（それぞれの産業部門内の規模
別クラス間格差、及び両産業部門間の格差）に触れた。本稿では同様の分析を、いくつ
かの第三次産業、及びサービス業（集約）を構成するいくつかのサービス業に拡張す
る。分析の拡張としては更に、対象が複数のサービス業に拡がる結果、ある年度におけ
る第三次産業、あるいはサービス業と製造業（集約）の粗利潤率部門間格差の平均、及
び標準偏差の推移が、新たに観察の対象となる。
　観察の結果、サービス業の粗利潤率規模別クラス間格差、及び同じく製造業（集約）と
の粗利潤率部門間格差に関して、全産業、製造業（集約）、サービス業（集約）に成り立つ
ほど端麗な結論は得られないが、ごく僅かの例外付で同様の結論を確かめることができる。
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序
　本稿は拙稿「戦後日本の利潤率格差」の続編であって１）、同様の観点、枠組でサービス
業の利潤率格差を分析する。表題「サービス業の利潤率格差」では、サービス業とは何か、
何と何との格差であるかが曖昧である。実は、ここでの意味は二つとも二重である。
　まずサービス業の範囲が二重である。一つは第三次産業、言わば広義のサービス業であ
り、もう一つは第三次産業の一部を構成するサービス業（集約）、言わば狭義のサービス業
である。両者は分類の次元が異なる。
　具体的に示そう。本稿がサービス業として対象とするのは下記の一覧表に掲げた産業（通
し番号1～7、及び71～77）である。なお参考までに後ろに（集約）の付く産業（通し番号
2、3、73）、「71生活関連サービス業」、及び「77その他のサービス業」については、そこ
に分類された日本標準産業分類に基づく産業を、（=）として掲げた２）。
サービス業一覧
　１　情報通信業
　２　運輸業（集約）（＝陸運業＋水運業＋その他の運輸業）
　３　卸売・小売業（集約）（＝卸売業＋小売業）
　４　不動産業
＊５　飲食店
　６　宿泊業
　７　サービス業（集約）
　　７１ 　生活関連サービス業（＝洗濯・理容・美容・浴場業＋その他生活関連サービス業）　
　　７２　娯楽業
　＊７３　物品賃貸業（集約）（＝リース業＋その他の物品賃貸業）
　　７４　広告・その他の事業サービス業
　＊７５　医療・福祉
　＊７６　教育・学習支援業
　　７７　その他のサービス業（ ＝専門サービス業＋学術・開発研究期間＋廃棄物処理業＋自動
車整備業＋機械等整備業＋その他のサービス業）
１）『立命館経済学』（第56巻第 5・ 6号、2008年 3 月）
２） 『財政金融統計月報』を参照。これはサービス業を定義しようとしているのではなく、分析の対象とする
これらの産業を、本稿ではサービス業と呼称するという意味である。ただし通し番号の前に *を付けた 5
飲食店、73物品賃貸業（集約）、75医療・福祉、及び 76教育・学習支援業は標本数が少なく（直近の 3
ケ年度）、実質的には分析対象とならない。
 　３　部門間格差と経済成長率
 Ⅳ　サービス業の部門間格差
 　１　部門間格差の推移
 　２　部門間格差の平均と標準偏差
 　３　部門間格差と経済成長率
 Ⅴ　結び
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　次に何と何との格差かであるが、この意味も二重である。一つはあるサービス業内の資本
金規模によるクラス間格差であり、もう一つはあるサービス業と製造業（集約）の産業部門
間格差である。
　最後に肝腎の利潤率も、一般的には多義的である。本稿では内部留保の重要性を考慮し、
それを利潤に算入し、そうしない場合の利潤率と区別し粗利潤率と呼ぶ。具体的には、本稿
での粗利潤率の定義は、
　（１）粗利潤率= （付加価値額+内部留保－従業員給料手当－福利厚生費）／（有形固定
資産+無形固定資産）
である。ところが、ここで更に内部留保の定義が、現在進行中の議論の対象である。本稿で
は内部留保は、Ⅰ利益剰余金、Ⅱ引当金、Ⅲ減価償却費、Ⅳ資本剰余金を含む、恐らく最
広義の定義を採る。理由は便宜的で、内部留保の影響が最大限に現れるだろうとの推測によ
る。これでサービス業の粗利潤率、したがって部門内の規模別クラス間格差、及び製造業
（集約）との部門間格差は計算できる。このように定義された粗利潤率格差の推移を観察す
る。
　その他、資本金規模別クラス大、中、小の定義、（1）の分母にあるストック変数の導出
等、分析の制約は前稿と同じである。
　さて拙稿「戦後日本の利潤率格差」では、全産業の規模別クラス間格差を中心とし、サー
ビス業（集約）と製造業（集約）の利潤率格差（それぞれの産業部門内の規模別クラス間格
差、及びサービス業（集約）と製造業（集約）の産業部門間格差）に触れた。本稿では同様
の分析を、いくつかの第三次産業、及びサービス業（集約）を構成するいくつかのサービス
業に拡張する。なお分析の拡張としては、対象が複数のサービス業に拡がる結果、ある年度
におけるサービス業と製造業（集約）の粗利潤率格差の平均、及び標準偏差の推移が、新た
に観察の対象となる。
　第三次産業、あるいはサービス業は、その名前だけからでも内部に非常に異なる多くの産
業部門を含むことを連想させ、分析の焦点を絞る必要がことさら予感される。本稿の出発点
での目的は、粗利潤率格差について、サービス業（集約）は他の第三次産業とどのように異
なるか、またサービス業（集約）を構成するサービス業はサービス業（集約）と、あるいは
相互にどのように異なるかを観察することである。
　本稿の構成は次のとおりである。第Ⅰ章では、各第三次産業における規模別クラス間の粗
利潤率格差を観察する。第Ⅱ章では各サービス業における、同じく規模別クラス間粗利潤率
格差を扱う。第Ⅲ章では、各第三次産業と製造業（集約）の産業部門間粗利潤率格差を観察
する。個々の第三次産業と製造業（集約）の格差だけでなく、全体としての格差の形態（平
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均と標準偏差）も観察する。第Ⅳ章ではサービス業と製造業（集約）の、同じく産業部門間
粗利潤率格差を扱う。第Ⅴ章で分析結果の経済的意味をまとめる。
Ⅰ　第三次産業の規模別格差
　本章ではいくつかの第三次産業における、資本金規模別クラス間の粗利潤率格差（大規模
－小規模、及び中規模－小規模）を観察する。
　本稿の関心から見たサービス業（集約）の特徴は、全産業、製造業（集約）と比較する
と、次 3点にまとめることができる（図Ⅰ－１（1）、表Ⅰ－１参照）３）。
（1 ）サービス業（集約）の粗利潤率の規模別格差は、大規模－小規模、中規模－小規模と
も全産業、製造業（集約）と同様、負であり、格差幅（格差の絶対値）は変動しながら
長期的には減少（格差＜0は増大）している。
（2 ） 格差の大規模－小規模、及び中規模－小規模の相違について、中規模－小規模の格差
幅がより小さい（格差はより大）。即ち各規模別クラスの粗利潤率の水準に戻ると、大
規模＜中規模＜小規模である４）。
（3 ） 格差の変動形態については、これも大規模－小規模、中規模－小規模とも全産業、製
造業（集約）と同様、経済成長率との負の相関が非常に強い。格差は負であるから、格
差幅は経済成長率と順行していることになる。即ち粗利潤率の規模別格差は、資本蓄積
が好調なときは拡大している（逆は逆）。
　これらの点について、他の第三次産業はどうか。本章の総括的な結論は、当然といえば当
然であるが、ばらつきは大きいということである。上記のような端麗な要約はもちろん間
違いではないが、より細かく見た場合の現実との距離が非常に大きいことも痛感させられる
５）。順に具体的に見ていこう。
　１．規模別格差の推移
　まずいくつかの第三次産業における粗利潤率規模別格差（大規模－小規模、中規模－小規
模）の推移について見よう。極端な異例に注目させられる。
　即ち情報通信業の異例さが、次の 2点において際立っている（図Ⅰ－１（2）、表Ⅰ－
３） 拙稿「戦後日本の利潤率格差」（前掲）
４）これは既成観念に反する逆説的事実として強調した。
５） むしろ第三次産業内、あるいはサービス業（集約）内のバラツキが、この程度に収まることに驚くべき
かもしれないが、これら相反する二つの反応は、当初の予想が異なることに因る訳で、事態は同じであ
る。
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１参照）。１）データの下処理の間違いかとさえ疑われるほど極端に、格差が小さく格差
幅（格差の絶対値）が大きい 2 , 3 の年度がある。２）全期間では、他の第三次産業と反対
に、1990年代前半に正から負へ符号の変化と断絶を伴う格差減少傾向を示す６）。この傾向
は1）で触れた 2 , 3 の極端に小さい観測値に依存しない。1980年代までの格差の大きさ、あ
るいは1990年代以降の格差の小ささの寄与が大きい。もちろん異常値は一般的傾向の現われ
の程度を強くしているが、むしろ異常値は一般的傾向が極端な形で現れたと理解できる。
図Ⅰ－１　第三次産業の粗利潤率規模別格差の推移（大規模－小規模）
⑴全産業、製造業（集約）、サービス業（集約）
粗利潤率規模別格差
全産業
サ ビース業（集約）
製造業（集約）
％
⑵第三次産業：情報通信業
％
粗利潤率規模別格差 情報通信業 サ ビース業（集約）
６） 運輸業（集約）も全期間では粗利潤率格差減少傾向を示すが、情報通信業とはその形態が著しく異な
る。情報通信業では1990年代前半に断絶を伴う大きな構造変化が起ったように見えるが、運輸業（集
約）の傾向の変化は格差の符号は負で変わらず、且つ情報通信業より緩慢である。
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⑶第三次産業：運輸業（集約）、卸売・小売業（集約）
粗利潤率規模別格差
運輸業（集約）
サ ビース業（集約）
卸売・小売業（集約）
％
粗利潤率規模別格差
粗利潤率規模別格差
不動産業
宿泊業
飲食店
サ ビース業（集約）
％
表Ⅰ－１　第三次産業の粗利潤率規模別格差の推移
⑴大規模－小規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
全産業 45 -37.4 （14.0） 9 -49.8 10 -51.1 10 -31.9 10 -23.8 6 -28.1
製造業（集約） 45 -32.3 （15.6） 9 -40.6 10 -49.9 10 -25.4 10 -21.7 6 -19.9
情報通信業 32 -18.6 （126.7） 0 ・ 6 62.6 10 46.0 10 -59.0 6 -140.4
運輸業（集約） 45 -29.5 （11.1） 9 -25.1 10 -20.5 10 -30.5 10 -37.9 6 -35.2
卸売・小売業（集約） 45 -8.2 （19.0） 9 -18.1 10 -20.5 10 11.9 10 -6.9 6 -8.0
不動産業 45 -0.9 （15.3） 9 4.0 10 -9.8 10 6.9 10 1.0 6 -8.9
飲食店 3 11.2 （4.9） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 11.2
宿泊業 32 6.5 （9.9） 0 ・ 6 -1.8 10 14.4 10 0.0 6 12.7
サービス業（集約） 45 -28.5 （17.7） 9 -50.5 10 -32.1 10 -23.4 10 -12.7 6 -24.7
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⑵中規模－小規模
1）で触れたいくつかの極端な観測値は、1975年度はともかく、 2）で触れた全期間におけ
る規模別格差減少傾向の極端に増幅された現れと読むことができる。そこで規模別格差の時
期による大きな違いの原因を見ておこう。即ち粗利潤率の格差は資本係数と利潤分配率の格
差に因るが、どちらが主な原因だろうか７）。
　先ず傾向に注目する。粗利潤率の決定要因である資本係数と利潤分配率の格差を見ると、
情報通信業の資本係数の格差の上昇傾向が著しく、且つ符号が1990年代前半に負から正へ変
化する（図Ⅰ－２参照）。運輸業（集約）では全期間の資本係数の格差の上昇傾向が明白で
ある点は情報通信業と共通であるが、符号が負で、正へ変化することはない点が異なる。こ
れらに対しサービス業（集約）では全期間の資本係数の格差の符号は負であるが、上昇傾向
は見られず、むしろ低下傾向を示す。ただし後者に関しては1965年前後の資本係数格差が極
端に大きい（絶対値、格差幅は小さい）ことの影響が大きい（図表の表示は省略）。情報通
信業における粗利潤率格差が正から負へ断絶的な低下傾向を示すのは、資本係数の推移に因
る。
　このような一般的傾向に乗って極端な格差幅を見せる数ケ年度について見ると、資本係数
の極端な値と共に利潤分配率も同方向へ寄与していることが分る。例えば1997年度の場合、
資本係数の格差が正で非常に大きい（粗利潤率格差への寄与は負で非常に小さい）だけでな
く、利潤分配率の格差も負で例年度になく小さい。
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
全産業 45 -24.7 （12.5） 9 -37.5 10 -36.3 10 -18.8 10 -15.5 6 -11.0
製造業（集約） 45 -25.2 （11.6） 9 -34.2 10 -35.5 10 -20.7 10 -17.9 6 -14.4
情報通信業 32 -26.5 （102.4） 0 ・ 6 20.4 10 25.6 10 -55.0 6 -113.0
運輸業（集約） 45 -15.2 （12.5） 9 -18.9 10 -20.5 10 -12.4 10 -10.2 6 -13.5
卸売・小売業（集約） 45 -21.6 （16.3） 9 -31.8 10 -38.3 10 9.6 10 -14.7 6 -9.7
不動産業 45 -8.3 （10.5） 9 -11.0 10 -16.0 10 -4.3 10 -4.1 6 -4.9
飲食店 3 -4.5 （10.0） 0 ・ 0 ・ 0 ・ ・ 3 -4.5
宿泊業 32 -1.1 （10.6） 0 ・ 6 -9.3 10 -2.1 10 -4.8 6 14.9
サービス業（集約） 45 -28.0 （14.3） 9 -43.2 10 -35.4 10 -26.0 10 -16.1 6 -16.1
注）全期間については標準偏差を添えた。また全産業、製造業(集約)は比較のため載せた。以下、同様。
７） 資本係数の分母、及び利潤分配率の分母、分子に内部留保を算入しているので、そうでない場合と区別
するためには、正確には両変数の前に「粗」を置くなどすべきであるが不必要な煩雑さと見て省略し
た。
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図Ⅰ－２　情報通信業の資本係数、利潤分配率格差（大規模－小規模）
利潤分配率格差（右軸） 資本係数格差（右軸）
粗利潤率格差（左軸）
％
　２．規模と粗利潤率格差
　次に規模の大きさと粗利潤率の高さの順序はどうか（図Ⅰ－３参照）。全産業、製造業
（集約）では規模の大きさと粗利潤率の高さは無条件に逆行している（大規模＜中規模＜小
規模）。サービス業（集約）でも大規模クラスと中規模クラスの関係はともかく、大、中規
模クラスが小規模クラスより高いことは明白である（大規模、中規模＜小規模）８）。他の
第三次産業の中では、運輸業（集約）で特に1990年代以降、同様の順序関係が観察される
が、その他の第三次産業ではそれほど明白ではない。即ち、格差＞0の年度、あるいは、大
規模＞中、　
⑴全産業
８） 粗利潤率格差が導出される元の水準で見れば、次の図のようである。より印象的かもしれない。
％
規模別粗利潤率 小規模大規模 中規模
図　規模別粗利潤率の推移
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小規模の年度が結構多く見られる。規模の大きさと粗利潤率の高さの順序の問題は、産業部
門に関してそれほど一般的ではなく、集約の影響が大きいようである。
⑵製造業（集約）
％
規模別粗利潤率 小規模大規模 中規模
⑶サービス業（集約）
規模別粗利潤率 小規模大規模 中規模
％
9
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図Ⅰ－３　粗利潤率規模別格差の推移
⑴全産業
％
大規模－小規模
中規模－小規模
⑵製造業（集約）
大規模－小規模
中規模－小規模
％
⑶サービス業（集約）
大規模－小規模
中規模－小規模
％
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⑷第三次産業
　１．情報通信業
大規模－小規模
中規模－
　小規模
％
　２．運輸業（集約）
％
大規模－小規模
中規模－小規模
　３．卸売・小売業（集約）
大規模－小規模
中規模－小規模
％
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　４．不動産業
％
大規模－小規模
中規模－小規模
　５．宿泊業
大規模－小規模
中規模－小規模
％
　３．規模別格差と経済成長率
　最後に資本蓄積との関係はどうか。一つの指標として第三次産業における規模別クラス間
の粗利潤率格差と経済成長率の相関関係を見よう。一覧表にまとめると表Ⅰ－２のとおり
である。表Ⅰ－２を一覧するとすぐ分るように、サービス業（集約）は第三次産業のなかで
卸売・小売業（集約）と共に異例である。粗利潤率規模別格差と経済成長率との負の相関が
強い例（不動産業、中規模－小規模の場合）、正の相関が強い例（情報通信業、運輸業（集
約）の大規模－小規模の場合）はある。しかし大規模－小規模、中規模－小規模の場合とも
に、サービス業（集約）ほど経済成長率との相関が強い産業部門は、まして強い負の相関が
強い産業部門は、卸売・小売業（集約）を除き他にない９）。したがって、サービス業（集
９） サービス業（集約）は、全産業や製造業と同様の結果が得られるから産業全体では、むしろサービス業
（集約）、卸売・小売業（集約）以外の第三次産業が異例である。また情報通信業における粗利潤率規
模別格差には、大規模－小規模、中規模－小規模の場合ともに縦軸の単位から分るように、著しく小さ
い2, 3の年度がある。この原因は小規模クラスの観測値の大きさである。参考までに、1997, 2005, 2006
年度を除いた場合の結果を示す。
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約）を構成する小分類産業について詳しく見る意味は大きいと思われるが、それは後の章に
回す。
　短期の関係についての一指標として、粗利潤率規模別格差の階差と経済成長率の階差の相
関を見ると、注意すべき程強い相関がある場合はない（図表による数字の提示は省略）。む
しろ第三次産業に関して、大規模－小規模、中規模－小規模の場合を通じて一様に強い相関
がないことに注目するべきかもしれない。粗利潤率規模別格差と経済成長率の相関関係が長
期においては見られる産業部門でも、短期においては見られない、即ち長期と短期の相異と
いう訳である。
表Ⅰ－２　規模別格差と経済成長率の相関
Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率
??
??
??
??
??
?
産業 大規模－小規模 中規模－小規模
  -0.86750 -0.86791
全産業  <.0001  <.0001 
44 44
 -0.74047 -0.74157
製造業（集約）  <.0001  <.0001
44 44
??
??
??
??
?
 0.53477 0.42271
情報通信業 0.0019 0.0178
31 31
0.44946 -0.33045
運輸業（集約） 0.0022 0.0285
44 44
-0.43943 -0.67535
卸売・小売業（集約） 0.0028  <.0001
44 44
-0.01338  -0.50015
不動産業 0.9313  0.0005
44 44
飲食店 ・ ・
0.04604  -0.39217
宿泊業 0.8057  0.0291
31 31
-0.74042  -0.77518
サービス業（集約）  <.0001  <.0001 
44 44
注）情報通信業の1997, 2005, 2006年度を除いた場合の結果は、次のようである。
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　また表Ⅰ－２の標本数が表Ⅰ－１の標本数より一つ少ないのは、直近年度（2006年度）についてデータ・ソース
「法人企業統計」からは調達可能であるが、国内総生産、したがって経済成長率が欠損しているからである。その他
の場合の標本数の違いは「法人企業統計」における初期年度の違いに依る。以下同様。
Ⅱ　サービス業の規模別格差
　ではサービス業（集約）の内部はどうか。サービス業（集約）を構成するいくつかの部門
の規模別クラス間の粗利潤率格差について、第三次産業の場合と同じ順序で見ていこう。ま
ずその推移から。
　１．規模別格差の推移
　図Ⅱ－１、表Ⅱ－１のように、サービス業（集約）、あるいは他のサービス業と著しく異
なるのは生活関連サービス業、及び娯楽業である。
　まず格差の符号について。他のサービス業では、と言っても実際には広告・その他の事業
サービス業、及びその他のサービス業であるが、規模別クラス間の粗利潤率格差はほぼ負で
あり、大規模－小規模＜中規模－小規模＜0である。これに対し、生活関連サービス業の規
模別格差、特に大規模－小規模の増大は激しく、符号は負から正へ変化する。また規模別格
差の短期変動も激しい。ただし符号が負から正へ変るから、全期間における格差幅の変動の
幅はほとんど半減する。また娯楽業では規模別格差は、ほぼ、0＞大規模－小規模＞中規模
－小規模であり、大規模クラスの粗利潤率が、中・小規模クラスの粗利潤率を上回る。なお
図の縦軸の刻み幅の違い、したがって広告・その他の事業サービス業とその他のサービス業
における格差の小ささ（格差幅の大きさ）に注意しよう。
　次に傾向について。広告・その他の事業サービス業、及びその他のサービス業の粗利潤率
規模別格差は、増大傾向から減少傾向へ大きく変化している。これに対し、生活関連サービ
ス業では後半の減少傾向が1980年代後半から1990年代前半で終り、一旦、減少傾向に転じる
が、その後の増大傾向が激しいから全期間では増大傾向が非常に明瞭である。図の縦軸の刻
み幅を考えると当該部門のこの増大傾向は注目に値する。また娯楽業の粗利潤率規模別格差
には、ほとんど傾向変化が見えない。このようにサービス業（集約）の内部も様々である。
大規模－小規模 中規模－小規模
0.60427 0.49907
情報通信業 0.0005 0.0059
29 29
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図Ⅱ－１　サービス業の粗利潤率規模別格差の推移
⑴生活関連サービス業
大規模－小規模
中規模－小規模
％
⑵娯楽業
大規模－小規模
中規模－小規模
％
⑶広告・その他の事業サービス業
中規模－小規模
大規模－小規模
％
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⑷ その他のサービス業
大規模－小規模
中規模－小規模
％
表Ⅱ－１　サービス業の粗利潤率規模別格差の推移
⑴大規模－小規模
⑵中規模－小規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 45 -28.5 （17.7） 10 -32.1 10 -23.4 10 -12.7 6 -24.7
生活関連サービス業 32 -9.5 （46.1） 6 -74.5 10 5.7 10 -12.9 6 35.5
娯楽業 32 -11.4 （16.6） 6 -2.2 10 -14.6 10 -11.2 6 -15.5
物品賃貸業（集約） 3 -0.2 （12.3） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -0.2
広告・その他の事業、
サービス業 32 -81.3 （48.9） 6 -112.1 10 -66.5 10 -44.4 6 -136.6
医療、福祉 3 29.9 （14.1） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -29.9
教育、学習支援業 3 -1.0 （32.7） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -1.0
その他のサービス業 32 -71.3 （45.2） 6 -97.3 10 -74.5 10 -36.7 6 -97.4
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 45 -28.0 （19.0） 10 -35.4 10 -26.0 10 -16.1 6 -16.1
生活関連サービス業 32 -23.7 （15.9） 6 -43.7 10 -22.0 10 -20.5 6 -11.8
娯楽業 32 -20.4 （16.6） 6 -9.5 10 -28.9 10 -23.7 6 -11.4
物品賃貸業（集約） 3 1.5 （8.9） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 1.5
広告・その他の事業、
サービス業 32 -64.8 （49.6） 6 -114.3 10 -64.1 10 -30.2 6 -74.2
医療、福祉 3 -26.4 （16.7） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -26.4
教育、学習支援業 3 3.4 （53.2） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 3.4
その他のサービス業 32 -34.9 （40.8） 6 -68.7 10 -25.9 10 -7.4 6 -61.9
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　ここで粗利潤率の規模別格差の傾向に関して、特徴ある部門について少し詳しく見ておこ
う。即ち1990年代後半以降、サービス業（集約）、あるいは他のサービス業と反対の著しい
増大傾向を見せる生活関連サービス業（大規模－小規模）について、その形式的決定要因、
即ち資本係数と利潤分配率の格差の動向を見ておこう。
　当該部門では、図Ⅱ－２のように粗利潤率規模別格差は、符号が負→正→負→正と変化す
るほど大きく波動しつつ傾向的に上昇する。このとき資本係数の格差は、これと対照的に反
対方向へ大きく波動しつつ傾向的に低下する。粗利潤率に対する資本係数の寄与は定義より
負であることを思い出そう（式（1））。これに対し利潤分配率格差の変動は小さく、明ら
かな傾向は見えない。このように生活関連サービス業における粗利潤率規模別格差の特徴あ
る推移の主な原因は、資本係数格差の変動である。
図Ⅱ－２　生活関連サービス業の資本係数、利潤分配率格差（大規模－小規模）
％
粗利潤率格差（左軸）
利潤分配率格差（右軸） 資本係数格差（右軸）
　２．規模と粗利潤率格差
　規模の大きさと粗利潤率の高さの順序についてはどうか。図Ⅱ－１のようにサービス業
（集約）と比較的同じパターンを示すのが広告・その他のサービス業、及びその他のサービ
ス業である。即ち長期的、平均的に粗利潤率の高さは、大規模クラス＜中規模クラス＜小規
模クラス、の順である。しかし生活関連サービス業では、大規模クラスの粗利潤率が1990年
代後半以降、猛烈な加速的増大傾向を示し、他部門と著しく異なる。また娯楽業では大規模
クラス－中規模クラスの格差＞0、が比較的明瞭に現れる。このようにサービス業（集約）
における規模の大きさと利潤率の高さの逆説的関係は、部門の集約に因るところが結構大き
いことが分る。
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　３．規模別格差と経済成長率
　粗利潤率規模別格差と経済成長率との相関については、表Ⅱ－２のように生活関連サービ
ス業が大規模－小規模、中規模－小規模の場合とも、また広告・その他のサービス業が中規
模－小規模の場合のみ比較的強い相関を示すのみである。サービス業（集約）についての結
果（負の強い相関）は、これもまた部門集約に因るところが大きいようである。
　粗利潤率規模別格差の階差と経済成長率の階差の相関を見ても、粗利潤率規模別格差と経
済成長率の相関の場合と同様、部門、及び大規模－小規模、中規模－小規模の場合と通じて
一様に強い相関がない（図表による数字の提示は省略）。
表Ⅱ－２　規模別格差と経済成長率の相関
 Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率
??
??
??
??
??
?
産業 大規模－小規模 中規模－小規模
 -0.74042 -0.77518
サービス業（集約）  <.0001  <.0001
44 44
??
??
??
??
?
-0.42572 -0.37995
生活関連サービス業 0.0169 0.0350
31 31
0.09963 -0.05152
娯楽業 0.5939 0.0285
31 31
物品賃貸業（集約） ・ ・
広告・その他の事業、
サービス業
 -0.16205 -0.41861
0.3838  0.0191
31 31
医療、福祉 ・ ・
教育、学習支援業 ・ ・
-0.27492 -0.24901
その他のサービス業 0.1344 0.1767
31 31
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Ⅲ　第三次産業の部門間格差
　本章以降は、これまでの章と異なり産業部門間競争という視点から、粗利潤率について
サービス業と製造業（集約）の部門間格差を観察しよう。ただし次のような比較の技術的な
観点は前章と共通である。即ちサービス業（集約）は他の第三次産業に比してどのような特
徴があるか、またサービス業（集約）を成す個々のサービス業にはどのような違いが見られ
るか。本章では、まず第三次産業を観察し、サービス業は次章で扱う。。
　１．部門間格差の推移
　図Ⅲ－１（1）、表Ⅲ－１（1）のように、全規模ではサービス業（集約）と製造業（集
約）の格差は負であり、格差幅に拡大傾向は見られない。では他の第三次産業の場合はどう
か。
　第三次産業の中で情報通信業と卸売・小売業（集約）は、製造業との粗利潤率部門間格差
が平均的に正である点が、他の部門と反対である。ただし何れの部門も格差幅は明瞭に減
少している。不動産業はサービス業（集約）と同様、製造業との粗利潤率部門間格差が負、
且つ格差幅は明瞭に減少している。製造業との粗利潤率部門間格差幅は比較的狭い範囲に収
まっているが、傾向という点では微妙なのが運輸業（集約）であり、格差幅が大きく格差縮
小が比較的明瞭でないのが宿泊業である。このように全規模では、どの第三次産業において
も部門間格差が長期に亘り拡大する現象は見られない。
　では規模別に見た場合はどうか。大規模クラスでは図Ⅲ－１（2）のように、情報通信
業が1990年代まで格差＞0で大きく変動してきたが、その後格差幅は狭い範囲に収まってい
る。他の部門でも全期間では収束に向かう（卸売・小売業（集約）、不動産業）、あるいは
終始比較的狭い範囲に収まっている（運輸業（集約）、宿泊業）。
　中規模クラスでも図Ⅲ－１（3）のように、情報通信業の変動が大きい。大規模クラスと
は異なり21世紀以降、格差が増大に転じ、今後の推移が注目されるが、全期間で見た場合、
格差幅減少傾向は明らかである。
　小規模クラスでは図Ⅲ－１（4）のように、情報通信業において、 2、 3ケ年度に極端に
大きな値がある。この原因は、第Ⅰ章規模別格差（大規模－小規模、中－小規模）における
当該産業、同年度の極端に小さい値の原因と同じ、当該産業の小規模クラスにおける粗利潤
率の極端な高さである。今後、どの程度の頻度でこのように高い粗利潤率が実現するのか興
味深い。宿泊業では急激な格差縮小期（1990年代前半）を挟んで、格差拡大期（格差＜0、
は減少）があるが、全期間では格差縮小傾向が確かめられる。
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図Ⅲ－１　第三次産業の粗利潤率部門間格差の推移
⑴全規模
サ ビース業（集約）
運輸業（集約）
情報通信業
卸売・小売業（集約）
％
サ ビース業（集約）
宿泊業
不動産業
％
⑵大規模
サ ビース業（集約）
運輸業（集約）
情報通信業
卸売・小売業（集約）
％
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サ ビース業（集約）
宿泊業
不動産業
％
⑶中規模
サ ビース業（集約）
運輸業（集約）
情報通信業
卸売・小売業（集約）
％
サ ビース業（集約）
宿泊業
不動産業
％
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⑷小規模
サ ビース業（集約）
運輸業（集約）
情報通信業
卸売・小売業（集約）
％
サ ビース業（集約）
宿泊業
不動産業
％
表Ⅲ－１　第三次産業の粗利潤率部門間格差の推移
⑴全規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
情報通信業 36 -19.7 （30.3） 0 ・ 10 53.3 10 19.5 10 0.1 6 -6.9
運輸業（集約） 46 -22.2 （11.1） 10 -21.8 10 -11.5 10 -32.8 10 -21.5 6 -26.1
卸売・小売業（集約） 46 41.5 （19.9） 10 60.5 10 61.2 10 32.0 10 21.1 6 28.7
不動産業 46 -31.0 （10.9） 10 -39.5 10 -23.1 10 -34.0 10 -34.0 6 -20.0
飲食店 3 -9.3 （3.6） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 5.4
宿泊業 32 -42.5 （11.2） 0 ・ 6 -40.5 10 -52.6 10 -36.7 6 -24.5
サービス業（集約） 46 -16.7 （11.2） 10 -19.0 10 -16.5 10 -23.6 10 -13.9 6 -12.9
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⑵大規模
⑶中規模
⑷小規模
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
情報通信業 36 35.1 （50.7） 0 ・ 10 87.1 10 40.4 10 3.1 6 -3.9
運輸業（集約） 46 -20.4 （14.5） 10 -19.5 10 -2.6 10 -33.1 10 -22.7 6 -26.1
卸売・小売業（集約） 46 48.7 （19.5） 10 63.2 10 66.3 10 52.0 10 25.2 6 28.7
不動産業 46 -20.4 （15.6） 10 -24.2 10 -12.3 10 -19.4 10 -26.1 6 -20.0
飲食店 3 5.4 （9.8） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 5.4
宿泊業 32 -28.6 （9.0） 0 ・ 6 -27.0 10 -31.5 10 -29.2 6 -24.5
サービス業（集約） 46 -21.8 （14.3） 10 -37.5 10 -17.3 10 -25.7 10 -12.1 6 -12.9
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
情報通信業 32 26.3 （102.7） 0 ・ 6 11.1 10 -31.0 10 40.4 6 113.5
運輸業（集約） 45 -22.8 （16.6） 9 -32.7 10 -32.0 10 -28.1 10 -6.5 6 -10.8
卸売・小売業（集約） 45 23.9 （16.0） 9 39.4 10 37.0 10 14.7 10 10.4 6 16.8
不動産業 45 -51.4 （14.9） 9 -66.7 10 -52.4 10 51.7 10 -48.7 6 -31.0
飲食店 3 -21.3 （5.6） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -21.3
宿泊業 32 -61.6 （12.3） 0 ・ 6 -67.6 6 -71.3 10 -51.0 6 -57.0
サービス業（集約） 46 -25.4 （16.8） 9 -28.2 10 -35.1 10 27.7 10 -21.1 6 -8.1
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
情報通信業 36 -20.1 （24.6） 0 ・ 10 44.8 10 15.4 10 3.3 6 14.9
運輸業（集約） 46 -13.3 （11.1） 10 -19.8 10 -17.0 10 -19.8 10 1.2 6 -9.9
卸売・小売業（集約） 46 27.6 （19.9） 10 40.4 10 34.2 10 25.8 10 13.6 6 21.5
不動産業 46 -34.7 （10.9） 10 -43.6 10 -32.9 10 -35.3 10 -34.8 6 -21.5
飲食店 3 14.2 （3.6） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -14.2
宿泊業 32 -42.0 （11.2） 0 ・ 6 -45.6 6 -52.6 10 -37.8 6 -27.7
サービス業（集約） 46 -28.5 （11.2） 10 -37.8 10 -34.9 10 -33.0 10 -19.3 6 -9.8
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　２．部門間格差の平均と標準偏差
　前節では各第三次産業と製造業（集約）間の粗利潤率部門間格差を個々に観察した。本節
では第三次産業と製造業（集約）間の部門間格差の形態には、全体としてどのような特徴が
あるかを見よう。即ち各年度における各第三次産業と製造業（集約）間の粗利潤率部門間格
差の平均、及び標準偏差の推移、その規模による違いを観察する。更に格差幅（格差の絶対
値）についても格差と同じ統計値の推移を見る。
　さて全規模での粗利潤率部門間格差、及び格差幅の平均の推移には図Ⅲ－２（1）、表Ⅲ
－２（1）のように、大きな特徴が見られる。1）格差の符号は全期間を通じるとほぼ負、
特に1980年代以降は継続して負である。2）格差、及び格差幅は全期間では減少傾向にあ
る。
　既に、１）で触れたように粗利潤率部門間格差は1980年頃までの大きな波動の後、継続し
て負であるが、低い水準で緩やかに増大している。したがって格差幅は緩やかに減少してい
る。このように格差、格差幅ともに全期間を通じて穏やかな低下というよりは、むしろ1980
年頃までの大きな波動とそれ以降の低水準での小波動への形態変化も印象的である。このよ
うな粗利潤率部門間格差の推移、及び部門間格差幅の減少傾向、形態変化は、競争の結果と
して既成観念にとって自然である。では規模による違いはどうか。
　粗利潤率部門間格差の規模による違いは明白である。図Ⅲ－２（2）、表Ⅲ－２（1）
のように、大規模クラスでは小規模クラスに比し格差はより大きく、格差幅はより小さい
（逆は逆）。これは大規模クラスでは部門間の粗利潤率の均等性が小規模クラスに比し、よ
り実現していると理解できるが、これも大規模クラスでは競争が行き渡りやすいという意味
で、既成観念にとって自然な結果である10）。
　粗利潤率部門間格差のバラツキの指標として標準偏差の推移を見よう。これにも全期間で
の明白な減少傾向、形態変化を確かめることができる（図Ⅲ－３（2）、表Ⅲ－２（2）参
照）。全規模では部門別格差、格差幅とも1960,70年代の大きな波動の後、1990年代以降の
低水準での小波動へと形態変化を伴いながら全期間では傾向的に減少している。
　規模別に見ると、これまで再三登場した小規模クラスの 1， 2年度の異常値を除くと、
どの規模でも1970年代中ごろまで上昇、その後低下と傾向変化し、全期間では低下してい
る。
10） 小規模クラスでの格差、及び格差幅の極端に大きい値の原因は、ここでも又情報通信業、当該クラスの
粗利潤率の高さである。次に見る標準偏差の場合も同じである。
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図Ⅲ－２　第三次産業の粗利潤率部門間格差の平均の推移
⑴全規模
％ ％
格差幅（右軸）
格差（左軸）
⑵大規模と小規模
％
大規模
小規模
粗利潤率部門間格差の平均
％
大規模
小規模
粗利潤率部門間格差幅の平均
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図Ⅲ－３　第三次産業の粗利潤率部門間格差の標準偏差の推移
⑴全規模
％ ％
格差幅（右軸）
格差（左軸）
⑵大規模と小規模
％
大規模
小規模
粗利潤率部門間格差幅の標準偏差
％
大規模 小規模
粗利潤率部門間格差の標準偏差
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表Ⅲ－２　第三次産業の粗利潤率部門間格差の平均と標準偏差の推移
⑴平均の推移
⑵標準偏差の推移
注）全期間の欄における（　）内は標準偏差。
　３．部門間格差と経済成長率
　粗利潤率の部門間格差と資本蓄積の関係への第一次接近として、部門間格差と経済成長率
との相関を見よう。まず個々の第三次産業と製造業（集約）について（表Ⅲ－３参照）。表
Ⅲ－３のように、全体として第三次産業と製造業（集約）の部門間格差と経済成長率の相関
は強い。但し相関係数の正負も含め、規模に依る違いも大きい。
　規模に関して一様に正の相関が強いのが卸売・小売業（集約）であり、これとよく似てい
るのが情報通信業であるが、小規模クラスでは相関関係は見られない。反対に規模に関して
一様に負の相関が強いのがサービス業（集約）であり、これとよく似ているのが宿泊業であ
るが、大規模クラスでは相関関係は見られない。運輸業（集約）と不動産業では、共通して
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
格　差
全規模 46 -8.8 （10.0） 10 -6.6 10 3.8 10 -16.0 10 -15.4 6 -10.7
大規模 46 -1.3 （12.2） 10 -1.6 10 15.6 10 -3.2 10 -11.8 6 -8.1
中規模 46 -11.0 （8.6） 10 -12.6 10 -6.0 10 -15.7 10 -12.6 6 -5.9
小規模 45 -19.3 （18.0） 9 -22.1 10 -22.3 10 -32.5 10 -12.8 6 0.9
格差幅
（格差の
絶対値）
全規模 46 31.4 （8.9） 10 38.7 10 37.1 10 33.2 10 23.4 6 20.3
大規模 16 31.7 （11.0） 10 36.8 10 40.8 10 34.0 10 22.0 6 20.3
中規模 46 28.2 （8.6） 10 34.2 10 34.2 10 29.5 10 20.9 6 18.3
小規模 45 39.0 （14.0） 9 42.8 10 43.4 10 39.0 10 31.9 6 37.8
全期間 60年代 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差）標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
格　差
全規模 46 36.0 （12.4） 10 47.5 10 47.6 10 34.3 10 22.9 6 23.2
大規模 46 38.9 （16.4） 10 47.3 10 55.4 10 40.1 10 22.7 6 22.4
中規模 46 31.8 （9.4） 10 39.0 10 39.7 10 31.1 10 23.6 6 21.4
小規模 45 43.1 （27.1） 9 45.6 10 44.4 10 31.3 10 41.6 6 59.2
格差幅
（格差の
絶対値）
全規模 46 16.6 （7.5） 10 18.3 10 25.8 10 12.7 10 12.6 6 11.7
大規模 46 19.7 （13.0） 10 21.1 10 36.7 10 15.7 10 11.2 6 10.0
中規模 46 15.3 （4.5） 10 15.9 10 17.4 10 15.0 10 16.0 6 10.5
小規模 45 26.7 （24.5） 9 20.9 10 19.4 10 21.5 10 33.5 6 45.0
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中、小規模クラスで負の相関が確かめられるが、大規模クラスでは相関関係は見られず、後
者が全規模の場合を決めていることが分かる。
　階差の場合を見ると、部門、規模による違いも大きいが、部門間格差と経済成長率の場合
との相違も大きい。例えば、卸売・小売業（集約）では階差については規模に関して一様に
相関が見られず、情報通信業では大規模、中規模クラスでも相関が見られない。サービス業
（集約）と宿泊業では大、中規模クラスで強い負の相関があり、部門間格差と経済成長率の
場合との違いは小さい。
　なお情報通信業の極端な 2、3の観測値を除いても、数字の経済的意味に影響はない11）。
表Ⅲ－３　第三次産業の粗利潤率部門間格差と経済成長率の相関
 Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?
全規模 大規模 中規模 小規模
0.57309 0.59439 0.45872 0.28603
情報通信業 0.0003 0.0002 0.0056 0.1188
35 35 35 31
運輸業 0.09169 0.27308 -0.48418 -0.67820
（集約） 0.5491 0.0695 0.0008 <.0001
45 45 45 44
卸売・小売業 0.86619 0.80080 0.70119 0.76017
（集約）      <.0001 <.0001 <.0001 <.0001
45 45 45 44
-0.13672 0.12729 -0.42555 -0.57559
不動産業 0.3705 0.4047 0.0036 <.0001
45 45 45 44
飲食店 　・  ・ ・ ・
-0.42565 0.12159 -0.53876 -0.65598
宿泊業 0.017 0.5147 0.0018 <.0001
31 31 31 31
サービス業 -0.35422 0.64039 -0.71629 -0.45472
（集約） 0.017 <.0001 <.0001 0.0019
45 45 45 44
11） 例えば、1997, 2005, 及び2006年度の観測値を除いた場合、情報通信業の経済成長率との相関係数は、次
のようである。
経済成長率 経済成長率の階差
粗利潤率部門間格差
-0.21305
0.2672
29
粗利潤率部門間格差の階差
-0.14731
0.4634
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　次に第三次産業と製造業（集約）の部門間格差の全体としての形態の指標として平均と標
準偏差、及び格差幅の平均と標準偏差の経済成長率との相関を見よう（表Ⅲ－４参照）。全
規模で見ると、粗利潤率部門間格差、及び格差幅の各年度における平均、標準偏差には共に
経済成長率との強い正の相関が確かめられる。経済成長率がより高いときは第三次産業間の
製造業（集約）との粗利潤率部門間格差、格差幅は全体としてより大きく、且つよりバラツ
キが大きいということである（逆は逆）。規模別で見ると、全規模と同様の結論が得られる
のは大規模クラスだけである。規模が小さい程、強い相関が見られる場合が少ない。大規模
クラスが全体を決めている程度が高いということである。
　階差の場合、強い相関が見られる場合は少ない。粗利潤率部門間格差、及び格差幅の経済
成長率との系統的関係は短期のものではなく長期におけるものだということが分かる。
　情報・通信業の極端な 2、 3の観測値を除いた場合、結果はどう変わるだろうか。粗利潤
率部門間格差の標準偏差は、相関係数が非常に高く全規模、大規模、中規模と同様の結果と
なり、また部門間格差幅の標準偏差も、相関係数が非常に高く全規模、大規模と同様の結果
経　済　成　長　率　の　階　差
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?
全規模 大規模 中規模 小規模
0.09522 0.28611 -0.10382 0.07021
情報通信業 0.5922 0.1009 0.5590 0.7124
34 34 34 30
         
運輸業 -0.5203 -0.47529 -0.43827 -0.22808
（集約） 0.0003 0.0011 0.0029 0.1413
44 44 44 43
         
卸売・小売業 0.07325 -0.25112 -0.55416 -0.23295
（集約） 0.6365 0.1001 <.0001 0.1328
44 44 44 43
         
-0.31999 0.12729 -0.42555 -0.57559
不動産業 0.0342 0.4047 0.0036 <.0001
44 45 45 44
飲食店 ・ ・ ・ ・
         
-0.49606 -0.50058 -0.46684 -0.28381
宿泊業 0.0053 0.0048 0.0093 0.1285
30 30 30 30
サービス業 -0.47562 -0.59255 -0.65799 -0.22762
（集約） 0.0011 <.0001 <.0001 0.1421
44 44 44 43
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となる。しかしながら、その他の場合、注意すべき経済的影響はない12）。
表Ⅲ－４　第三次産業の粗利潤率部門間格差と経済成長率の相関
 Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率
??????????
全規模 大規模 中規模 小規模
0.43839 0.46803 -0.08710 -0.29815
平均 0.0026 0.0012 0.5694 0.0493
格差 45 45 45 44
標準偏差 0.87805 0.70079 0.71818 0.07838
    <.0001 <.0001 <.0001 0.6130
45 45 45 44
0.77051 0.66416 0.70433 0.38226
平均     <.0001 <.0001 <.0001 0.0104
格差幅
（格差の
　絶対値）
45 45 45 44
標準偏差 0.54873 0.48588 0.17317 -0.25011
    <.0001 0.0007 0.2553 0.1015
45 45 45 44
経　済　成　長　率　の　階　差
?????????????
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.25370 -0.16402 -0.53236 -0.15088
平均 0.0966 0.2874 0.0002 0.3341
格差 44 44 44 43
標準偏差 0.51014 0.48881 0.26820 0.05999
<.0004 <.0008 <.0784 0.7024
44 44 44 43
0.50384 0.54226 0.41398 0.14392
平均 0.0005 0.0001 0.0052 0.3572
格差幅
（格差の
　絶対値）
44 44 44 43
標準偏差 0.14533 0.10925 0.02821 0.01394
<.3466 0.4802 0.8558 0.9293
44 44 44 43
12） 例えば、1997, 2005, 及び2006年度の観測値を除いた場合、経済成長率との相関係数は、次のようであ
る。 
格差 格差幅
平均 標準偏差 平均 標準偏差
経済成長率
-0.19267 0.64922 0.70416 -0.15391
0.2102 <.0001 <.0001 0.3185
44 44 45 44
格差の階差 格差幅の階差
平均 標準偏差 平均 標準偏差
経済成長率
の階差
-0.29067 -0.04683 0.14877 -0.20251
0.0586 0.7656 0.3410 0.1928
43 43 43 43
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Ⅳ　サービス業の部門間格差
　サービス業（集約）を構成するいくつかのサービス業について、と言っても実質的には四
部門（生活関連サービス業、娯楽業、広告・その他の事業サービス業、その他のサービス
業）であるが、第三次産業の場合と同様の観点から製造業（集約）との粗利潤率部門間格差
を観察しよう。
　１．部門間格差の推移
　印象的な推移を示す部門に注目しよう。まず全規模で見ると図Ⅳ－１（1）、表Ⅳ－１
（1）のように、サービス業（集約）の製造業（集約）との粗利潤率部門間格差は負である
が、そうでない部門がその他のサービス業である。当該部門では、大幅な格差＞0が持続し
てきたが、21世紀以降も更に増大傾向が強まるように見え、今後の推移が注目される。
　また広告・その他の事業サービス業では、1990年代中頃までサービス業（集約）とよく似
た波動が見られたが、1980年代後半、格差は減少から増大へ傾向変化し、21世紀以降、符号
が負から正に変わった後も加速的増大を続けており、この部門も今後の推移が注目に値す
る。
　生活関連サービス業では1970年代後半から1990年代中頃まで、サービス業（集約）より大
きい振幅で波動しながらも、格差は縮小している。また娯楽業では格差は負でサービス業
（集約）より小さいが、緩やかに増大している（格差幅は大きいが、減少）。
　では規模別に見た場合はどうか。全規模では粗利潤率部門間格差幅が減少している点で
共通している生活関連サービス業と娯楽業であるが、規模別に見ると両部門の違いは大き
い。生活関連サービス業では規模による違いが著しいが、娯楽業では小さい。即ち生活関連
サービス業の大規模クラスでは、他のクラスと反対に全期間で格差が増大しているだけでな
く、21世紀以降、格差＞0となり更に増大傾向が強まっている。これに対し娯楽業では、ど
のクラスでも格差＜0で緩やかに増大（中、小規模クラス）、あるいは全期間での傾向が余
り見られない（大規模クラス）。
　全規模では1990年代以降、部門間格差増大傾向が強い広告・その他の事業サービス業であ
るが、規模による違いは大きい。即ち大規模クラスでは部門間格差の大きさ、及び増大の程
度がそれ程顕著でないのに対し、中、小規模クラスでは加速的増大が著しく、中、小規模ク
ラスの動向が全規模の動向を決めていることが分る。その他のサービス業でも長期間、格
差＞0が大きく、近年更に増大傾向が窺えるが、この動きを決めているのは小規模クラスで
あって、中、大規模クラスではないことが分る。
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図Ⅳ－１　サービス業の粗利潤率部門間格差の推移
⑴全規模
サ ビース業（集約）
娯楽業
生活関連サ ビース業
％
サ ビース業（集約）
その他のサ ビース業
広告・その他の事業サ ビース業
％
⑵大規模
サ ビース業（集約）
娯楽業
生活関連サ ビース業
％
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サ ビース業（集約）
その他のサ ビース業
広告・その他の事業サ ビース業
％
⑶中規模
サ ビース業（集約）
娯楽業
生活関連サ ビース業
％
サ ビース業（集約）
その他のサ ビース業
広告・その他の事業サ ビース業
％
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⑷小規模
サ ビース業（集約）
娯楽業
生活関連サ ビース業
％
サ ビース業（集約）
その他のサ ビース業
広告・その他の事業サ ビース業
％
表Ⅳ－１　サービス業の粗利潤率部門間格差の推移
⑴全規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 46 -16.7 （11.2） 10 -16.5 10 -23.6 10 -13.9 6 -6.4
生活関連サービス業 32 -6.7 （15.0） 6 8.8 10 -18.7 10 -5.1 6 -4.9
娯楽業 32 -34.9 （11.4） 6 -46.5 10 -34.9 10 -31.3 6 -29.2
物品賃貸業（集約） 3 -34.0 （3.6） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -34.0
広告・その他の事業、
サービス業 32 -3.8 （22.6） 6 -4.1 10 -22.4 10 -5.9 6 30.9
医療、福祉 3 -0.4 （16.0） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -0.4
教育、学習支援業 3 48.2 （26.8） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 48.2
その他のサービス業 32 49.9 （23.5） 6 59.3 10 43.3 10 41.7 6 65.3
34
��
戦後日本のサービス業の利潤率格差 （佐藤）
⑵大規模
⑶中規模
⑷小規模
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 46 -21.8 （14.3） 10 -17.3 10 -25.7 10 -12.1 6 -12.9
生活関連サービス業 32 -3.0 （33.2） 6 -43.0 10 -0.2 10 -6.7 6 38.8
娯楽業 32 -30.6 （11.3） 6 -33.2 10 -31.3 10 -26.6 6 -33.4
物品賃貸業（集約） 3 -29.9 （3.8） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -29.9
広告・その他の事業
サービス業 32 -13.0 （14.4） 6 -7.9 10 -26.2 10 -10.8 6 0.5
医療、福祉 3 36.5 （8.7） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 36.5
教育、学習支援業 3 52.9 （21.0） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 52.9
その他のサービス業 32 0.2 （24.5） 6 -11.7 10 -14.5 10 17.0 6 8.7
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 46 -28.5 （14.5） 10 -34.9 10 -33.0 10 -19.3 6 -9.8
生活関連サービス業 32 -22.9 （12.2） 6 -23.2 10 -32.7 10 -18.1 6 -14.1
娯楽業 32 -45.4 （11.7） 6 -51.5 10 -50.4 10 -43.0 6 -34.9
物品賃貸業（集約） 3 -32.2 （5.4） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -32.1
広告・その他の事業
サービス業 32 -2.3 （39.8） 6 -21.2 10 -28.6 10 -0.4 6 57.4
医療、福祉 3 -23.7 （20.8） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -23.7
教育、学習支援業 3 53.4 （67.2） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 53.4
その他のサービス業 32 30.8 （23.5） 6 5.9 10 29.4 10 42.5 6 38.7
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
サービス業（集約） 45 -25.4 （16.8） 9 -35.1 10 -27.7 10 -21.1 6 -8.1
生活関連サービス業 32 -19.8 （16.6） 6 -10.9 10 -31.4 10 -15.6 6 -16.7
娯楽業 32 -45.6 （19.9） 6 -73.4 10 -42.2 10 -37.2 6 -37.9
物品賃貸業（集約） 3 -45.2 （13.1） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -45.2
広告・その他の事業
サービス業 32 41.9 （53.8） 6 61.7 10 14.8 10 11.9 6 117.2
医療、福祉 3 -8.9 （15.1） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 -8.9
教育、学習支援業 3 38.3 （25.7） 0 ・ 0 ・ 0 ・ 3 38.3
その他のサービス業 32 45.1 （36.6） 6 43.2 10 34.6 10 32.0 6 86.1
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　２．部門間格差の平均と標準偏差
　前節ではサービス業（集約）を構成するいくつかのサービス業と製造業（集約）の粗利潤
率部門間格差を個々に観察した。本節では部門間格差の全体としての形態に注目する。具体
的には各年度における粗利潤率部門間格差、及び格差幅（格差の絶対値）の平均と標準偏差
の推移を観察しよう。
　まず平均を観察しよう。図Ⅳ－２、表Ⅳ－２のように、サービス業の粗利潤率部門間格差
の平均は、全規模では格差、格差幅ともに1975年以降1980年頃まで傾向的に減少するが、
1990年代以降、反転上昇し、21世紀には、格差の平均＞0となる。第三次産業と比べると、
1960年以降の全期間での傾向については、初期値が揃わないから何ともいえないが、それぞ
れの初期から1980年代後半までの減少傾向は共通である。
　規模別に見ると、当初1970年代後半から、減少傾向という推移は規模別クラス間に共通で
ある。規模により異なるのは、いつ頃反転するかである。したがって第三次産業と比べたと
きのサービス業の特徴は、1900年代後半以降における格差、及び格差幅の平均の加速的増大
傾向であると言えよう。
　標準偏差の推移についても同様の結論が得られる。規模に関わらず格差、格差幅の標準偏
差は共に、1990年頃まで減少してきたが、その後増大傾向に反転、傾向が変化する。このよ
うなサービス業の推移を第三次産業と比べると、第三次産業では1990年代前半まで減少する
から、当初1970年代後半から減少傾向という点で両部門は共通である。したがってサービス
業の特徴は、傾向変化の時期の小さい違いはさておき、1900年代以降における格差、及び格
差幅の標準偏差の加速的増大傾向ということになる。
　なお、ここでのサービス業と第三次産業の比較は、分類の次元が異なるものを比較してい
ることに留意しておきたい。
図Ⅳ－２　サービス業の粗利潤率部門間格差の平均の推移
⑴全規模
％
格差幅（右軸）
格差（左軸）
％
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⑵大規模と小規模
％
大規模
小規模
格差の平均
％
大規模
小規模
格差幅の平均
図Ⅳ－３　サービス業の粗利潤率部門間格差の標準偏差の推移
⑴全規模
％％
格差幅（右軸）
格差（左軸）
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⑵大規模と小規模
％
大規模
小規模
格差の標準偏差
％
大規模
小規模
格差幅の標準偏差
　
表Ⅳ－２　サービス業の粗利潤率部門間格差の推移
⑴平均の推移
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
格　差
全規模 32 -1.0 （13.0） 6 0.4 10 -10.3 10 -2.6 6 15.7
大規模 32 -0.7 （15.5） 6 -10.2 10 -5.8 10 -3.0 6 21.1
中規模 32 -122.1 （46.5） 6 -177.0 10 -148.1 10 -91.9 6 -74.4
小規模 32 3.3 （16.2） 6 5.2 10 -6.0 10 -2.2 6 26.2
格差幅
（格差の
　絶対値）
全規模 32 27.2 （9.1） 6 30.0 10 27.7 10 19.9 6 35.8
大規模 32 29.0 （10.6） 6 33.2 10 29.5 10 19.6 6 39.4
中規模 32 142.8 （44.3） 6 198.6 10 165.3 10 107.9 6 107.6
小規模 32 38.1 （15.6） 6 48.6 10 32.0 10 26.6 6 56.9
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⑵標準偏差の推移
　３．部門間格差と経済成長率
　サービス業の粗利潤率部門間格差と経済成長率の相関を見ると（表Ⅳ－３参照）、サービ
ス業（集約）の場合、規模に関わらず強い負の相関があるのに比し、個々のサービス業では
部門、規模による違いが大きく、系統性を抽出することは困難である。即ち全規模で相関強
いのが娯楽業、比較的強いのが広告・その他のサービス業に過ぎない。ただし前者では大規
模クラスで、後者では小規模クラスで相関はない。
　これに対し、全規模で相関がなくても大規模、及び中規模クラスで負の強い、あるいは比
較的強い相関が見られるのが、生活関連サービス業、その他のサービス業である。
　またサービス業（集約）の粗利潤率部門間格差の階差と経済成長率の階差についは、
サービス業（集約）では大規模、及び中規模クラスで、したがって全規模でも強い負の相関
が見られるが、個々のサービス業では強い相関が観察される事例が（階差でない場合）より
少ない。即ち、生活関連サービス業（全規模、小規模クラス）、娯楽業（大規模、及び中規
模クラス）、広告・その他の事業サービス業である。
　最後に、サービス業の粗利潤率部門間格差、及び格差幅の平均、及び標準偏差と経済成長
率の相関を見ると、表Ⅳ－４のように、部門間格差の平均、及び平均の階差については経済
成長率、あるいはその階差との強い、あるいは比較的強い負の相関を確かめることができる
が、他の場合には一様に強い相関はない。
全期間 70年代 80年代 90年代 00年代
標本数 平均 （標準偏差） 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均 標本数 平均
格　差
全規模 32 34.6 （12.9） 6 38.2 10 31.3 10 27.3 6 48.4
大規模 32 35.1 （13.1） 6 38.8 10 33.6 10 25.8 6 49.4
中規模 32 110.6 （29.8） 6 147.6 10 122.2 10 84.7 6 97.2
小規模 32 48.6 （20.8） 6 63.7 10 39.2 10 34.1 6 73.4
格差幅
　（格差の
　　絶対値）
全規模 32 19.1 （11.8） 6 21.7 10 12.2 10 16.6 6 32.4
大規模 32 18.1 （11.9） 6 19.7 10 12.4 10 14.8 6 31.5
中規模 32 72.2 （30.9） 6 104.7 10 87.8 10 54.0 6 43.8
小規模 32 26.0 （16.1） 6 35.8 10 15.2 10 18.4 6 46.6
注）全期間の欄における（　）内は標準偏差。
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表Ⅳ－３　サービス業の粗利潤率部門間格差と経済成長率の相関
 Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.35422 -0.64039 -0.71629 -0.45472
サービス業 0.017 <.000 <.0001 0.0019
（集約） 45 45 45 44
生活関連 0.02 -0.47288 -0.38232 -0.18327
サービス業 0.915 0.0072 0.0338 0.3237
31 31 31 31
娯楽業 -0.44778 -0.16079 -0.45923 -0.53600
0.0115 0.3875 0.0094 0.0019
31 31 31 31
物品賃貸業 ・ ・ ・ ・
（集約）
広告・その他の -0.39526 -0.32839 -0.57856 -0.06019
事業サービス業 0.0278 0.0713 0.0007 0.7477
31 31 31 31
医療、福祉 ・ ・ ・ ・
 
教育、学習支援業 ・ ・ ・ ・
その他の 0.01495 -0.53546 -0.51879 -0.19824
サービス業 0.9364 0.0019 0.0028 0.2850
31 31 31 31
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表Ⅳ－４　サービス業の粗利潤率部門間格差の平均、標準偏差と経済成長率の相関
 Pearsonの相関係数/帰無仮説Rho=0に対するProb > |r|/標本数（N）
経　済　成　長　率　の　階　差
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
??
?
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.47562 -0.59255 -0.65799 -0.22762
サービス業 0.0011 <.0001 <.0001 0.1421
（集約） 44 44 44 43
生活関連 -0.71957 -0.07832 -0.29232 -0.59462
サービス業     <.0001 0.6808 0.1170 0.0005
30 30 30 30
娯楽業 -0.33689 -0.41065 -0.49903 -0.11936
0.0687 0.0242 0.0050 0.5298
30 30 30 30
物品賃貸業 ・ ・ ・ ・
（集約）
広告・その他の -0.27379 -0.58221 -0.17989 0.12185
事業サービス業 0.1432 0.0007 0.3415 0.5212
30 30 30 30
医療、福祉 ・ ・ ・ ・
 
教育、学習支援業 ・ ・ ・ ・
その他の -0.17161 -0.13157 0.06224 -0.17739
サービス業 0.3645 0.4883 0.7439 0.3483
30 30 30 30
経　済　成　長　率
??????????
全規模 大規模 中規模 小規模
格差
-0.33142 -0.44301 -0.50026 -0.26589
平均 0.0686 0.0126 0.0042 0.1482
31 31 31 31
標準偏差 -0.01656 0.04192 -0.04633 0.09734
0.9295 0.8228 0.8045 0.6024
31 31 31 31
0.17173 0.15752 0.22752 0.11616
平均 0.3556 0.3974 0.2183 0.5338
格差幅
（格差の
　絶対値）
31 31 31 31
標準偏差 -0.23879 -0.19427 -0.21619 -0.06125
0.1958 0.2950 0.2428 0.7434
31 31 31 31
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Ⅴ　結　　び
　話の中間部分が長く曲折も多いので、当初の設問に対して著者が得た主な答えを、思い
切って項目を絞り注釈を省いて要約しよう。
（1） 粗利潤率の規模別クラス間格差（大規模－小規模、中規模－小規模）の推移に関し
て、サービス業（集約）はいくつかの第三次産業のなかで多数派に属する訳ではない。規模
が大きいほど粗利潤率は低い（逆は逆）という逆説的事実として注目していたサービス業
（集約）の特徴も、規模別クラス間格差の経済成長率との強い負の相関も、第三次産業を通
じてよく観察される訳ではない。
　規模別格差の経済成長率との相関については、むしろ階差の場合には第三次産業に関して
一様に観察されないこととの違いが重要である。即ち、両変数の対応関係は短期よりも、む
しろ長期において現れるということである。
（2） サービス業（集約）の内部も一様ではない。例えば生活関連サービス業では、サービ
ス業（集約）を構成する他の部門と反対に、粗利潤率の規模別クラス間格差（大規模－小規
模）が近年、大規模－小規模＞0で、且つ加速的に増大している。サービス業（集約）に見
られる経済成長率との強い負の相関も、生活関連サービス業で観察されるだけである。
　蛇足ではあろうが、サービス業（集約）の特徴が他の第三次産業、あるいはサービス業
（集約）を構成する部門で観察されないことがあるということ、あるいは第三次産業や
サービス業を通じて一様ではないということは、計算をするまでもなく十分予想されること
である。むしろそれが当然、一様な方が驚くに値するだろう。ただ、どの部門がどう違うか
経　済　成　長　率　の　階　差
?????????????
全規模 大規模 中規模 小規模
-0.52695 -0.36631 -0.39792 -0.38081
平均 0.0028 0.0465 0.0294 0.0379
格差 30 30 30 30
標準偏差 -0.09314 -0.09923 -0.11181 0.04511
0.6245 0.6019 0.5564 0.8129
30 30 30 30
0.03044 -0.08148 -0.01625 0.12687
平均 0.8731 0.6686 0.9321 0.5041
格差幅
（格差の
　絶対値）
30 30 30 30
標準偏差 -0.25633 -0.17896 -0.06885 -0.16085
0.1715 0.3440 0.7177 0.3958
30 30 30 30
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を知り、更にその事実を説明しようとすれば計算が必要である。
（3） 第三次産業の製造業（集約）との粗利潤率部門間格差の推移に関しては、形態の違い
はもちろん観察されるが、どの規模別クラスにおいても長期に亘る格差は縮小している、あ
るいは弱く言えば長期に亘る格差の拡大は観察されない。
（4） ただしサービス業の製造業（集約）との粗利潤率部門間格差の推移には例外がある。
生活関連サービス業の大規模クラスと広告・その他の事業サービス業の中規模、及び小規模
クラス、特に後者である。両部門、当該クラスでは共に、長期に亘り粗利潤率部門間格差が
増大しているが、特に近年、格差＞0、で加速的に増大し、したがって格差が急激に拡大し
ている。今後の推移が注目に値する。
　このように第三次産業の場合と比べ部門分割が細かくなると、粗利潤率部門間格差につい
ても例外的推移を示す部門が登場する。部門の集約によって得られる簡明な命題が、それを
構成する各部門では一様に成立せず、むしろ全体に逆らう部門もある。これも蛇足ではあ
ろうが、だから集約された部門の結果の解釈には注意が必要ということはもちろんである
が、むしろそれ故に集約が必要であるという主張も成り立つ。
　当初の設問にとって都合のいい、あるいは悪い端的な例を示すことに止まることを避けよ
うとした結果、計算結果の図表での提示が不必要に多くなってしまったかもしれない。また
数字から読み取るべき経済的意味を見過ごしたり、読み間違ったり、あるいは又ある経済的
意味を読むためには不適切な計算をしていることを恐れている。
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